
企業版ふるさと納税×⾃然共⽣サイトに係る⽀援証明書について
〜ネイチャーポジティブに貢献する取組を国が認証します〜
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2030年ミッション
⾃然を回復軌道に乗せるために

⽣物多様性の損失を⽌め、反転させる
ための緊急の⾏動をとる

ネイチャーポジティブ（⾃然再興）の考え⽅

愛知⽬標から引き継いだ⻑期⽬標であり、
我が国で培われた知恵と伝統に基づく考え⽅

昆明・モントリオール⽣物多様性枠組
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2050年ビジョン

⾃然と共⽣する世界
（a world of living in harmony with nature）

2022年12⽉
⽣物多様性条約第15回締約国会議

（CBD-COP15）

ネイチャーポジティブとは



30by30⽬標とは

30 by 30
サーティー バイ サーティー

• 2030年までに陸と海の30％以上を保全する
新たな世界⽬標
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健全な⽣態系の回復、豊かな恵みを取り戻す

⽇本は、現状、陸域の21.0%、海域の13.3%をカバー
(2025年８⽉４⽇環境省報道発表資料)

＜30by30⽬標達成のための主要施策＞
国⽴公園等の保護地域の拡張と管理の質の向上
保護地域以外で⽣物多様性保全に資する地域（OECM）の設定・管理
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• 環境省では、令和５年度から「⾃然共⽣サイト」の認定を開始し、
令和６年度末までに計328件認定。

• 今年度より「地域⽣物多様性増進法」となり合計448か所を認定。

OECMと⾃然共⽣サイト

• Other Effective area-based Conservation Measures
• 保護地域以外で、⽣物多様性保全に資する地域のこと。

OECM

企業からの申請が半数以上＜法律に基づく認定に先⾏する「⾃然共⽣サイト」の例＞

三井住友海上駿河台ビル
（東京都）

⽇本製紙 鳳凰社有林
（⼭梨県）

つくばこどもの森保育園
（茨城県）

久保川イーハトーブ世界
（内、知勝院敷地内・⾃然再⽣実践地）

（岩⼿県）

東急リゾートタウン蓼科
（⻑野県）

⼭川の海のゆりかご
（⿅児島県）
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⽀援証明書制度の概要

⾃然共⽣サイト

企業等

⾦銭的・⼈的・
技術的⽀援
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⾃然（⼤気・⽣息地・⼟地・鉱物・海洋・⼟壌・⽣物種・⽔等）

間接的貢献直接的貢献

⾃然共⽣サイトに係る
⽀援証明書の発⾏

⽀援活動が⽣物多様性の保全
に貢献したことを環境省が証明

環境省

環境省
R7より国⼟交通省
及び農林⽔産省も

⾃然共⽣サイト認定

活動が⽣物多様性の
保全に資することを国が認定

維持・回復・創出
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家
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■⾃らが⼟地を有しない場合においても、⾃然共⽣サイトの質の維持・向上の
ために必要な⽀援をした⽅（企業等）に対して、環境省が「⽀援証明書」を発
⾏する。
■TNFD※等の情報開⽰への活⽤も念頭に投資家の意⾒も踏まえながら制度
設計を⾏い、今年度から本格運⽤を開始。

▲ ⽀援証明書（イメージ）※TNFD︓⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース
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TNFDと⽀援証明書の関連性（考察）

⽀援証明書は、企業が⾃然への依存・影響やリスク・機会に対して、どのような活動を
⾏っているかをロジックモデルを⽤いて論理的かつ具体的に整理することができるツール。

TNFD情報開⽰ ⽀援証明書

出典︓⾃然関連財務情報開⽰-タスクフォースの提⾔_2023

• ⽀援証明書では、それらの内容をロジックモデルを⽤
いて論理的かつ具体的に整理することができ、
内容の論理的妥当性向上につながる。

インプット アクティビティ アウトプット アウトカム GBFターゲット
との関連性

ロジックモデル

• 提⾔やガイダンスに沿った情報開⽰では、
⾃然への依存・影響やリスク・機会の評価と、
それらに対してどのような活動を⾏っている
かを説明することとなる。
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⽀援証明書のイメージ

・サイト名称 ・管理責任者情報 ・活動区分（維持/回復/創出）⽀援サイト情報

⾃然共⽣サイトの場合︓管理計画・モニタリング計画の内容
活動計画の場合 ︓活動内容

⽀援する
活動内容

⽀援内容に
係る情報

（例）⾦銭的⽀援︓100万円寄付インプット

（例）下草刈り︓〇ｍ2アクティビティ

⽀援を実施した⽇時⼜は期間⽀援実施⽇
（⽀援期間）

インプット~アウトカム、GBFターゲットとの関連性を記載
※記載のとおりにアウトカムが出ることを保証するものではない

ロジックモデル

• 今後の⽀援計画
• 地⽅公共団体の計画（総合計画や⽣物多様性地域戦略等）にお

ける位置づけ
• ⽀援によって実現したアウトカム
• ⽀援プロジェクトの具体的内容
• ⽀援者の本業との関連
• その他の環境課題の解決への貢献
※別紙に記載の内容は申請者による任意の記載であり、環境省による証明
範囲には含まれない

特記事項
（任意）

別紙
（証明外） 特記事項。「環境・社会への副次的効果」等の本紙に記載することができない内容を記載するための項⽬。

本紙
（証明範囲）

⽀援したサイト/活動計画の情報、⽀援内容、ロジックモデル等。
ロジックモデルは、⾃然共⽣サイト/活動計画に位置づけられたアウトカムにつながる⽀援であることをロジックで⽰すもの。



10

公開情報

⽀援証明書番号

⽀援証明書
リンク

⽀援者コメント
（モニタリング状況

等含む）

環境省30by30ウェブサイトにおける⽀援証明書の掲載

 ⽀援証明書情報は、個別ページを設けて公開。
 ⽀援証明書の内容だけでなく、その後のモニタリング状況を含め、⽀援者からのコメントも

掲載できる。
⽀援証明書⼀覧管理・公開の⽬的

 ⽀援状況について広く⼀般に認知してもらう
 ⽀援証明書には記載されない⽀援⽬的や企業理念などを

簡潔にアピールする場を設ける
 ⽀援後の適切なモニタリングを促すことができる
 投資家等が簡易的にその情報を参照することができる

環境省30by30ウェブサイト

⽀援証明書情報⼀覧

⽀援者と被⽀援者の
⽀援マッチング

その他関連機能・情報
（保全活動に係る有識者/

関連施策情報 等）

30by30ウェブサイトに掲載している⽀援証明書情報ページの例

⽀援概要
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令和７年度後期 ⽀援証明書申請スケジュール（予定）

【申請受付】 令和７年12⽉１⽇から令和８年１⽉30⽇まで

【事務局審査】令和７年２⽉上〜下旬

【結果公表】 令和７年３⽉下旬（予定）

【証明書のWEB掲載】 令和７年３⽉下旬（予定）

環境省30by30ウェブサイト内
⽀援証明書申請はこちら
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【企業・⾃治体のみなさまへ】
企業版ふるさと納税を活⽤した⾃然共⽣サイトへの⽀援について

企業版ふるさと納税制度を活⽤した寄附により、その地域の⾃然共⽣サイトへの⽀援が可能。
さらに、その寄附⾦が「⾃然共⽣サイト」の活動に対して⽀出されたことが⾃治体を通じて確認
できれば（※）、企業は環境省の「⽀援証明書」もあわせて申請し取得することが可能。
企業は、税額控除のメリットとあわせて、⽀援証明書をTNFDやIR等の情報開⽰等に活⽤
することで、ネイチャーポジティブ経営への移⾏を市場に訴求することができる。

（※）寄附企業は、寄附時に使い道の希望を地⽅公共団体に伝えることができる。（ 「⾃然共⽣サイトに関する事業」など）ただし、寄附者の
希望を斟酌しつつも、最終的には地⽅公共団体の判断によって⽀出先が決定されます（必ずしも寄附者の希望が反映されるとは限りません。）

環境省

審査・発⾏⽀援証明書
申請 ※審査にあたっては、⾚枠の資

⾦の流れを証憑等により、企業
や地⽅公共団体に確認。

補助⾦等

企業版ふるさと納税と⽀援証明書の活⽤イメージ
※内閣府企業版ふるさと納税
制度概要に環境省加筆

⽀援証明書

資⾦の流れ



1414

企業版ふるさと納税を活⽤して寄附募集している事例

神⼾市 ⿃取県
「⾥地⾥⼭の⽣物多様性保全」として寄付を公募。
取組地が令和5年度に⾃然共⽣サイトに認定。

ふるさと納税を通じて得た寄付⾦を⾃然共⽣サイトの活動⽀援
のために予算要求（令和６年度〜）。

出典︓神⼾市 企業版ふるさと納税 出典︓⿃取県 ⾃然共⽣サイト保全活動推進補助⾦

企業版ふるさと納税を活⽤して「⾃然共⽣サイト」をテーマに寄附募集をしている地⽅公共
団体は、すでにいくつか存在する。地域でつながりのある⾃然共⽣サイトへの⽀援ができるプ
ロジェクトを⾒つけて、⽀援につなげていただきたい。
今後、⾃らの⾃然共⽣サイトに対する寄附募集をしている地⽅公共団体の情報について、
環境省30by30ウェブサイト等で発信予定。地⽅公共団体の⽅も、ご検討いただきたい。

【企業のみなさまへ】
企業版ふるさと納税を活⽤した⾃然共⽣サイトへの⽀援について

【⾃治体のみなさまへ】
⾃然共⽣サイトの認定や⽀援証明書制度も活⽤し、
企業版ふるさと納税制度を活⽤した資⾦募集について、ぜひご検討ください︕
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まとめ ⾃然共⽣サイトに係る⽀援証明書について

 昨今、「ネイチャーポジティブ」の実現に向けた社会変⾰が求められている。

 ⽇本では、⺠間企業等においてもネイチャーポジティブ活動に参画しやすい仕組みの１
つとして、「⾃然共⽣サイト」が法制化。

 また、社有地等を持っていない企業でも、⾃然共⽣サイトへ「⽀援」した場合、
「⽀援証明書」の発⾏を申請することができる。⽀援証明書は、TNFD等の投資家向
けの情報開⽰等に活⽤可能＆環境省ウェブサイトに掲載され、個別の情報発信が
可能。

 新たに、「企業版ふるさと納税」を通じて⾃然共⽣サイトに⽀援した場合も、⽀援証
明書の発⾏が原則可能となった。

⾃然共⽣サイトの認定＆⽀援に取り組む⽅々の輪を広げ、
オールジャパンで30by30⽬標の達成を⽬指したい。


